
 

 

 

事務事業名 地域活動支援センターⅠ型設置事業（地域生活支援事

業） 

事業コード 2173 

所属コード 062100 課等名 障がい福祉課 係名 相談認定係 

課長名 晴山 陽夫 担当者名 佐々木文枝 内線番号 2513 

評価分類 ■一般  □ 公の施設  □ 大規模公共事業  □ 補助金  □ 内部管理 

 

１ 事務事業の基本情報・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

(1) 概要 

総合計画 

体系 

施策の柱 いきいきとして安心できる暮らし コード 1 

施策 共に歩む障がい者福祉の実現 コード 3 

基本事業 障がい者福祉サービスの充実 コード 2 

予算費目名 一般会計  3款 1項 2目 地域活動支援センターⅠ型設置事業（地域生活支援事業）

（004-03） 

特記事項 総合計画主要事業 

事業期間 ■単年度  □単年度繰返  □期間限定複数年度 開始年度 平成 20 年度 

根拠法令等 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律 

盛岡市地域活動支援センターⅠ型事業実施要綱 

 

(2) 事務事業の概要 

障がいのある人の自立と社会参加を促進するため、創作活動・生産活動の機会の提供、医療・

福祉及び地域の社会基盤との連携強化のための調整、地域ボランティアの育成、普及啓発、相談

支援を行う。 

 

(3) この事務事業を開始したきっかけ（いつ頃どんな経緯で開始されたのか） 

障害者自立支援法施行後、盛岡市内に精神障がい者が気軽に立ち寄れ、相談したり日中過ごせ

る場が欲しいという要望が多く寄せられたため、盛岡市地域活動支援センターⅠ型事業実施要綱

（平成 20年 4月 1日告示）により事業が開始された。地域生活支援事業は、障がい者の地域生活

を支援するため、地域の実情や障がい者の状況に応じた事業を効果的に実施するものである。 

 

(4) 事務事業を取り巻く現在の状況はどうか。(3)からどう変化したか。 

平成 25 年度は前年度と比較して、センター利用者数（述べ）は 496 減，相談者支援者数（述べ）

は 430 件減っている。減少の理由として、平成 24年度からは法改正により計画相談支援が始まっ

ているが、今回の相談件数には計画相談支援を行った件数がカウントされていないためであり、

実際的な相談件数は増えている。今後も計画相談の依頼が増えている中で、基本相談支援の充実

を図るためにも体制の整備などを検討する必要がある。 

 

２ 事務事業の実施状況（Do）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

（平成 25 年度実施事業） 



 

(1) 対象（誰が，何が対象か） 

15 歳以上で障がいや難病等のある人とその家族等（身体障害者手帳・療育手帳・精神障害者保健

福祉手帳・自立支援医療受給者証の交付を受けた方等） 

(2) 対象指標（対象の大きさを示す指標） 

 

(3) 23 年度に実施した主な活動・手順 

盛岡広域圏で NPO 法人法人いわてソーシャルサポートセンターに委託し,創作的活動・生産活動

の機会の提供,医療・福祉及び地域の社会基盤との連携強化のための調整,地域住民ボランティア

の育成,普及啓発,相談支援事業を実施。 

 

(4) 活動指標（事務事業の活動量を示す指標） 

 

(5) 意図（対象をどのように変えるのか） 

障がいのある人の自立と社会参加を促進する。 

 

 

(6) 成果指標（意図の達成度を示す指標） 

 

 

 

 

指標項目 単位 
23 年度 

実績 

24 年度 

実績 

25 年度 

計画 

25 年度 

実績 

26 年度 

見込み 

A 身体障害者手帳・療育手帳・精神障害者保健福祉

手帳所持者数 

人 13,365 13,986 14,318 14,691 15,023 

B 自立支援医療（精神通院）受給者数 人 3,361 3,637 4,000 3,887 4,000 

C        

指標項目 単位 
23 年度 

実績 

24 年度 

実績 

25 年度 

計画 

25 年度 

実績 

26 年度 

目標値 

A センター利用者数（延べ） 人 800 1,372 1,380 884 1,400 

B 各種事業への参加及び講師派遣回数 件 35 33 35 33 35 

C 相談支援者数（延べ） 人 1,170 1,845 1,845 1,435 1855 

指標項目 性格 単位 
23 年度 

実績 

24 年度 

実績 

25 年度 

計画 

25 年度 

実績 

26 年度 

目標値 

A センター利用者数（延べ） ■上げる 

□下げる 

□維持 

人 1,032 1,372 1,372 

 

884 1,400 

B 各種事業への参加及び講師派遣回数 ■上げる 

□下げる 

□維持 

人 22 33 33 

 

33 35 

C 相談支援者数（延べ） ■上げる 

□下げる 

□維持 

人 1,048 1,845 1,845 

 

1,435 1,855 



 

 

 

(7) 事業費 

項目 財源内訳 単位 23 年度実績 24 年度実績 25 年度計画 25 年度実績 

事業費 ①国 千円 1858 1864 1869 1869 

②県 千円 929 932 935 935 

③地方債 千円 0 0 0 0 

④一般財源 千円 5,885 5，902 5921 5921 

⑤その他（       ） 千円 0 0 0 0 

A 小計 ①～⑤ 千円 8,672 8，698 8725 8725 

人件費 ⑥延べ業務時間数 時間 100 100 100 100 

B 職員人件費 ⑥×4,000 円 千円 400 400 400 400 

計 トータルコスト A＋B 千円 9,072 9，198 9,225 9,225 

備考 

 

 

３ 事務事業の評価（See）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

(1) 必要性評価（評価区分が「内部管理」の事務事業は記入不要） 

① 施策体系との整合性 

障がい者、特に精神障がい者の相談支援機関が不足しているため、地域で必要な機関として

設置されたものであり妥当である。 

 

② 市の関与の妥当性 

障がい者、特に精神障がい者の支援には、医療・福祉及び地域の社会基盤との連携強化のため

の調整が必要であり、相談支援や日中活動の支援を行う機関の設置は必要であるが、相談支援に

対する報酬は少なく経済的にみあわないので公共の関与が妥当である。 

 

 

③ 対象の妥当性 

障がい者の相談や支援の機関の対象は、三障がいと難病等で相互利用が原則であり、絞ること

は出来ない。精神障がい者については、自立支援医療受給者証の交付を受けた者も対象としてい

るが、重度かつ継続的に治療を必要とする状況であり、手帳所持者に限定することは出来ない。 

 

 

④ 廃止・休止の影響 

精神障がい者が日中気軽に利用できる居場所が少ないため、事業を休止すると居場所を失う障

がい者が出る。医療・福祉及び地域の基盤との連携強化のための調整を行っており、その業務を

他の民間事業で補いきれない。 

 

 

(2) 有効性評価（成果の向上余地） 

障害者総合福祉法が制定され、対象者に難病等が追加。さらに相談支援事業が強化される方向性



 

が示されており、相談件数の増加や継続的な支援業務の増等が見込まれる。 

 

(3) 公平性評価（評価区分が「内部管理」の事務事業は記入不要） 

どの障がい種別に対しても相談支援をしており、受益機会は公平・公正である。 

 

(4) 効率性評価 

現在の委託料でも事業運営がかなり厳しい状況であり、これ以上の削減は出来ない。 

 

 

４ 事務事業の改革案（Plan）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

(1) 改革改善の方向性 

地域生活支援の強化や質の向上のために更なる事業の充実が必要である。 

 

(2) 改革改善に向けて想定される問題点及びその克服方法 

利用者の相談内容等が複雑多岐にわたっているだけでなく，サービス等利用計画の開始により人

員をとられることも多く、基本相談に対応する相談支援専門員等の人員不足が見込まれる。他機

関や他市町村との連携を図っていきながら、身近な機関で相談できる体制を整える必要がある。

また、委託料の算定基準については、自立支援協議会において今後も検討していく予定。 

５ 課長意見・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

(1) 今後の方向性 

□ 現状維持（従来どおりで特に改革改善をしない） 

■ 改革改善を行う（事業の統廃合・連携を含む） 

□ 終了・廃止・休止 

 

(2) 全体総括・今後の改革改善の内容 

精神障がい者に対する専門相談員を配置した相談支援事業を行う施設として相談件数が増加

しており、委託先ではスタッフの不足の状況が出てきている。今後は国の制度改正を踏まえて、

体制の強化とスタッフの質の向上を図っていく。 

 

 

 

事業の妥当性 組織マネジメント 


